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第１　普通会計決算の概要

１　決算規模

　　歳入総額　　　 1兆4,234億円（前年度 　 1兆6,339億円）
　　歳出総額　     1兆3,371億円（前年度  　1兆5,668億円）

第１表　決算額の対前年度比較 (単位：百万円、％)
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　決算規模の推移は第１図のとお
りであり、近年は扶助費の増大等
により増加傾向にある。とりわけ
令和２年度以降は、新型コロナウ
イルス感染症対策による財政負担
が大きくなっている。
　令和３年度については、歳入、
歳出ともに前年度から減少したも
のの、その他新型コロナウイルス
感染症対策事業の実施等により、
過去２番目の規模となった。
　なお、復旧・復興事業を除いた
通常収支分の歳出額は1兆3,259億
円（前年度比△2,041億円、
13.3％減）となった。

△ 207,575△ 191,250

令和３年度市町村決算の概要
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令和２年度に実施された特別定額給付金給付事業が終了したことに伴い、歳入、歳出ともに大
きく減少したが、いずれも前年度に次いで過去２番目の決算規模となった。

となり、令和２年度に比べ、歳入は2,105億円の減（△12.9％）、歳出は2,297億円の減（△
14.7％）となった。

増加額 増加率

1,203

△ 1,751

1,026

30.3

△ 1.4

1.0

2.2

歳　出（Ｂ）

令和３年度市町村普通会計決算額は、第１表のとおり、

対前年度

△ 717

101120,020

119,412

118,102

△ 9,992

8,4731,043,026

1,043,880

16,325

△ 854

△ 0.1△ 1,462

9,876

差引（Ａ－Ｂ）

1.8

△ 1,034

2,834

△ 14.8

44,868

8,14153,009

75,954

6,620

△ 1,543

34.9

△ 13.7

△ 0.6

2.4

31.1

△ 14,837

決算額

6,620

1,095,112

1,102,731

△ 11,454

18,017

1,106,895

△ 1.0

0.4

決算額
対前年度

59,629

2,635

33.0

1,062,027

1,071,903

4,164

△ 13.1 1,198,088

1,405,663 333,760

市
0.9

△ 0.5

2.2

59,705

51,232

△ 0.1

5,586

10,323

0.8

2,736

19,158

9,775

1,634

1687,489

7,321

5,687

△ 1,571

△ 204,112

1,337,080 △ 229,674

1,225,702

41,847

30.5

1,191,315

1,161,982

1,160,411

21,6361,182,047

60,330

7,439

△ 14,736

△ 11,535

6,788

△ 14.7

11,190

1,325,890

△ 25,562 △ 69.6

1,633,872

57,852

149,314

1,423,356 △ 210,516 △ 12.9

1,232,602

67,118

19,043

65,291

合
計

町
村

3

1,274,042

△ 13.3

　うち復旧・復興事業

　うち復旧・復興事業除き

△ 22,100

117,385

41,679161,091

86,276

1,251,645

△ 19,266

1,284

9,268

124,722

138,991

19,001

0.7

1.6

6,900

△ 11.4

375,439

50,555

△ 0.1

0.1

31.5

0.8

1.90.6

1.5

1,124,912

1,465,292 340,380

382,227

168,580

1,219,834 △ 10,251 △ 0.8

5,868

2,746

△ 608

7,619

122,971

125,707

126,733

　注）本資料の図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。
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２　決算収支
 (1) 形式収支（歳入歳出差引）

 (2) 実質収支

第2表　実質収支の推移 (単位：百万円、％)

 (3) 単年度収支

第3表　単年度収支の状況 (単位：百万円)
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実質収支（743億円）から前年度の実質収支（508億円）を差し引いた単年度収支は、第３表の
とおり236億円の黒字となり、前年度（74億円の黒字）に比べ162億円増加した。

なお、単年度収支が黒字の団体は38団体（前年度比＋５団体）、赤字の団体は６団体（同△５
団体）となった。
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形式収支863億円から翌年度へ繰り越すべき財源119億円を控除した実質収支は、第２表のとお
り743億円の黒字となり、前年度（508億円）に比べ236億円の増（＋46.4％）となった。なお、実
質収支については、昭和50年度から47年連続で全団体黒字となった。

また、歳入総額に対する実質収支の割合は5.2％であり、前年度（3.1％）を2.1ﾎﾟｲﾝﾄ上回っ
た。

次に、実質収支比率（標準財政規模に対する実質収支の割合）は、県平均で10.5％（市
10.0％、町村11.9％）となった。
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　令和３年度決算における形式収支は、第１表のとおり863億円の黒字となり、前年度（671億
円）に比べ192億円の増（＋28.5％）となった。
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 (4) 実質単年度収支

第4表　実質単年度収支の状況 (単位：百万円)

３　歳入の状況
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　令和３年度の歳入決算額は、第５表のとおり1兆4,234億円となり、前年度（1兆6,339億円）に

比べ2,105億円減少（△12.9％）した。

  歳入区分別の内訳は、地方税4,415億円（構成比31.0％）、国庫支出金3,051億円（同

21.4％）、地方交付税1,976億円（同13.9％）、地方債1,164億円（同8.2％）などとなった。

  歳入主要科目別の対前年度増加率の推移は第６表のとおりであり、地方税は0.6％減、地方交付

税は5.0％増、国庫支出金は41.9％減、県支出金は0.9％減、地方債は5.7％減となった。

　主な減少要因は、特別定額給付金給付事業費・事務費補助金の皆減に伴う国庫支出金の減、基

金繰入金の減などである。

　一方、主な増加要因は、地方交付税の増、地方消費税交付金等の各種交付金の増である。

　歳入構成比の推移は第７表のとおりである。令和３年度においては、前述のとおり国庫支出金

が大幅に減少したことにより、地方税、地方譲与税、各種交付金、地方特例交付金及び地方交付

税を合算した一般財源の割合が前年度比8.0ﾎﾟｲﾝﾄ増の52.2％となった。一方、国庫支出金、県支

出金及び地方債を合算した割合は前年度比9.4ﾎﾟｲﾝﾄ減の35.8％となった。
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△13団体）となった。
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第5表　歳入決算額の状況 (単位：百万円、％)

（参考）

第6表　歳入主要科目別対前年度増加率の推移 (単位：％)

繰 入 金 1.9

5.0

△ 41.9

  2年度

30.50.6 △ 12.9

7.7

△ 0.4

△ 1.8

6.2

13,848

7.1 7.4

2.0

H28年度

歳 入 合 計

そ の 他

国 庫 支 出 金

1.5

△ 0.8

10.7

7.0

県 支 出 金

0.6

194.9

1.5

444,074 △ 0.6

2.7

14.3

31.0

1.0

決算額構成比

対前年度増減率R3年度

R2年度

△ 0.8

52.2

21.4

小 計

359

増加額

決　　算　　額

13.9

217,761

100.0

△ 18,524

3,109

171,892

地 方 税

212,321

△ 2,592

△ 0.3

305,050

△ 7,026

1,423,356

0.5

R3年度

10.0

△ 219,721

1,633,872

△ 763

地 方 債

△ 210,516

27,220

24.4

13,766

7,197

13,407

国 庫 支 出 金

13,264

△ 6.2

△ 0.9

40,429

188,245

臨時財政対策債

128,635

45,744

R3年度

交付税（臨財債含み） 16.9

△ 5.5

4.8

21,670743,312

524,771

0.0
地 方 交 付 税 △ 0.6

13.9

93,946

88,855

地 方 債

240,400

△ 2.2

2.7

県 支 出 金

441,482

89,618

123,462

5.0

△ 40.5

10.8

△ 12.9

9,376

142,483

116,436

△ 0.6

R元年度

14.9

△ 2.6

19.1

42,779

 30年度 29年度

5.2

  3年度

0.5

△ 5.0

27,165142,377

3.0

普通交付税 169,542

△ 4.1

△ 0.8

△ 5.7

△ 3.6

0.5

4,088

△ 20,289

地 方 交 付 税

区　　分

29,515

合 計

地方債（臨財債除き） 73,657

197,621

22,639

11.9

131.5

地 方 税

各 種 交 付 金 83,246 72,807 10,439 5.8

2.7

1.7

194.9

10.7

13.9

△ 18.2

8.2

8.2

30.5

3.1

4.4

3.3

2.9

17.3

44.9

23.5

10.4

△ 21.6

R2年度

△ 52.0

普交＋臨財債

3.0

△ 41.9

△ 0.9

△ 5.7

地方特例交付金

地 方 譲 与 税

721,642

第３図 科目別歳入の状況
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第7表　歳入決算額の構成比の推移 (単位：百万円、％)

 (1) 一般財源

第8表　一般財源の状況 (単位：百万円、％)
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令和３年度歳入総額に占める一般財源（決算統計上の一般財源等）は、第８表のとおり9,026億
円で、前年度（8,766億円）に比べ260億円の増（＋3.0％）となった。

歳入総額に占める一般財源の割合は63.4％で、前年度（53.7％）に比べ9.8ﾎﾟｲﾝﾄの増となった
が、これは地方交付税等の一般財源が増加したことに加え、国庫支出金の減少に伴い歳入総額に
占める特定財源の割合が減少したためである。

0.1

36.0

R元年度   2年度
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 30年度

1,633,872
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一
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159,327
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(注)　本表の一般財源とは、決算統計上用いられる｢一般財源等｣と同じであり、通常の一般財源である市町村税等(地方税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株
式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、地方交付税、地方特例交付金等)のほか、一般財源と同様に使用される場合の国庫
支出金や使用料、手数料等を含むものである。

令和３年度における地方税の決算額（収入済額）は、第９表のとおり4,415億円で、前年度

（4,441億円）に比べ26億円の減（△0.6％）となった。

主な税目について見ると、市町村民税は個人住民税の減等により4億円の減（△0.2％）の1,978

億円、固定資産税は新型コロナウイルス感染症対策による軽減措置により35億円の減（△1.7％）

の2,071億円、その他は軽自動車税の増等により13億円の増（＋2.7％）の487億円となった。
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　主要税目別の対前年度増減率の推移は第10表のとおりであり、市町村民税は△0.2％（前年度△
3.5％）で２年連続の減少、固定資産税は△1.7％（同＋1.6％）で減少に転じた。

600,000
700,000
800,000
900,000

1,000,000
1,100,000
1,200,000
1,300,000
1,400,000
1,500,000
1,600,000
1,700,000

H28年度 29年度 30年度 R元年度 2年度 3年度

百万円

第4図 財源内訳の推移
市町村税等 歳入合計 一 財



第9表　市町村税の徴収実績 (単位：百万円、％)

※表中の徴収率は加重平均である。

第10表　主要税目別対前年度増減率の推移 (単位：％)

 (3) 地方交付税

第11表　地方交付税の状況 (単位：百万円、％)

 (4) 国庫支出金

第12表　国庫支出金の状況 (単位：百万円、％)

R3年度

1.6

△ 775

増減率

徴　　収　　率

3,065

5.1

29,271

15,799

△ 0.8

△ 0.6 1.6

R2年度

1.50.0

3.1

45.6

R元年度

11.5

5.128,274

100.0188,245

構成比

9.3 26,914

1.6

△ 4,871

566

35,002

97.4

△ 2.65.6

0.3 △ 549 △ 34.0

3.5普通建設事業費支出金

社会資本整備総合交付金

電源立地地域対策交付金

地方創生関係交付金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

特別定額給付金給付事業費・事務費補助金

その他新型コロナウイルス感染症対策関係交付金等

そ　　　の　　　他

18,441 6.0

※「地方創生関係交付金」は、地方創生推進交付金及び地方創生拠点整備交付金の合計

構成比

1,3188.4

10,961 5.5

△ 292,219

3.2

29,384 5.6

35,177 34,611

増減額

17,117

△ 1250.4

R2年度

13,619

27,165

増減率構成比決算額

生活保護費負担金

障害者自立支援給付費等負担金

児童手当等交付金

計

1,360

8.7

△ 0.8

16,922

31,937

△ 11.5△ 3,32825,693

100.0

4.7

42,826 346.6

29,021

△ 10,943

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 44,474 14.6 44,474

305,050

12,356

292,219 55.7

9.3

18,490

2.7

1.6

28,496

0.6

H28年度

11.5

区　　分

0.2

2.8

  2年度

令和３年度における地方交付税の決算額は、第11表のとおり1,976億円で、前年度（1,882億円）
に比べ94億円の増（＋5.0％）となった。なお、地方交付税に臨時財政対策債を含めた金額は
2,404億円で、前年度に比べ226億円の増（＋10.4％）となった。

内訳を見ると、普通交付税は臨時財政対策債償還基金費の創設を含む再算定により前年度に比
べ272億円の増（＋19.1％）の1,695億円、特別交付税は13億円の増（＋8.3％）の171億円となっ
た。一方、震災復興特別交付税は復旧・復興事業の進捗に伴い、191億円の減（△63.5％）の110
億円となった。
  なお、令和３年度における不交付団体は、つくば市、神栖市、東海村の３団体であった。

児童保護費負担金

△ 37.2

100.0 △ 219,721 △ 41.9

8.4

2.4

皆減

5.5

524,771

55,182 18.1

△ 6.2

6.1

6.6

決算額

1,616

19.1

798

1,905

17,720 5.8

1,067

区　分 R3年度

収入済額

100.0

調定済額

市 町 村 税 総 額

197,799

2.7

  3年度

△ 0.2

1,265

決算額

48,725

△ 3.5

区　分

対前年度収入額比較

決算額

5.09,376100.0197,621

増減額

対前年度比率

皆増

10.8

構成比

97.3

市町村民税

97.1

207,123 97.1

192,765

そ の 他

固定資産税

47,578

△ 0.6

震災復興特別交付税

普通交付税

△ 1.7

75.6169,542

453,647

左の構成比

97.5

441,482

R2年度

△ 2,592

85.8

そ　の　他

固定資産税

市町村民税

142,377

計

R3年度

△ 26.3

0.3

△ 19,108

△ 1.6

97.6

96.9

96.6

特別交付税

令和３年度における国庫支出金の決算額は、第12表のとおり3,051億円で、子育て世帯等臨時特
別支援事業費補助金等の新型コロナウイルス感染症対策に係る国庫支出金が増加した一方で、特
別定額給付金給付事業費・事務費補助金が皆減したことにより、前年度（5,248億円）に比べ
2,197億円の減（△41.9％）となった。

4.5

対前年度比

30,069 16.0

8.3

9.6

△ 63.5

0.3

43.7

△ 3,454

1.0

 30年度区分

△ 0.6

2,030

△ 403 △ 0.2

△ 1.7201,139

市町村税合計

0.7

 29年度

△ 0.4

1.5

0.6 2.0

R3年度増減額 増減率



 (5) 地方債

第13表　事業債別の発行状況 (単位：百万円、％)

４　歳出の状況   

 (1) 目的別歳出の状況

△ 4,184

7,151

増減額
R2年度

4.7

7.0

△ 419

△ 1,400 △ 94.4

17.8

0

△ 44.9

増減率

△ 9,397

うち減収補填債

　歳出の分類には種々な方法があるが、通常は、行政目的による｢目的別分類｣と経費の性質によ
る｢性質別分類｣が用いられる。

116,436　　合　　計

44.9

123,462

537

29,515 23.9

△ 27.0

うち公共施設等適正管理推進事業債

うち緊急防災・減災事業債

うち合併特例事業債

防災・減債・国土強靭化緊急対策事業債

1,616

△ 57.2

4,765 △ 3,880

10.8

0

100.0 △ 5.7

△ 21.6

△ 100.0

　　合　　計（臨財債除き）

36.742,779

4.4

0.1 1,483

41,892 33.9

83

区分

1.6

8,645

1.4

△ 1,102

63.3 93,947 76.1

0.0

73,657 △ 20,290

3,942

13,264

△ 7,026

1.2

うち臨時財政対策債

うち減収補填債特例分

0.0

対前年度比率

構成比発行額

22,004

0.4

5,766

△ 100.0

6,453

構成比発行額

△ 20.6

17.1

12,607

4.1

823

R3年度

5.5

15,766 13.5 21,603 17.5

9,708

△ 5,837

4,184 3.4

68.4

5,447公共事業等債

公営住宅建設事業債

災害復旧事業債

2,035

1.61,925

42.1

1,498 1.25,642 4.8

一般単独事業債

その他

8.3

49,043

0.7

過疎対策事業債

教育・福祉施設等整備事業債

4,144

令和３年度の地方債発行額は、第13表のとおり1,164億円で、前年度（1,235億円）に比べ70億
円の減（△5.7％）となった。臨時財政対策債発行額が増加したものの、減収補填債等の発行額が
減少したことにより、全体としては減少した。なお、臨時財政対策債を除いた場合には737億円
で、前年度（939億円）に比べ203億円の減（△21.6％）となった。

事業債別の発行状況をみると、臨時財政対策債が428億円（構成比36.7％）、合併特例事業債
158億円（同13.5％）、教育・福祉施設等整備事業債126億円（同10.8％）となった。

18.51,006

276.6

地方公共団体の経費は、その行政目的によって、総務費、民生費、衛生費、農林水産業費、商
工費、土木費、消防費、教育費、公債費等に大別することができる。

令和３年度歳出決算額の主な目的別内訳をみると、第14表のとおり民生費4,908億円（構成比
36.7％）、総務費1,987億円（同14.9％）、教育費1,558億円（同11.7％）、土木費1,341億円（同
10.0％）、衛生費1,188億円（同8.9％）、公債費1,131億円（同8.5％）、消防費540億円（同
4.0％）、農林水産業費339億円（同2.5％）の順となった。

このうち、前年度より減少しているのは、特別定額給付金給付事業の終了等により総務費2,597
億円減（前年比△56.7％）、GIGAスクール構想の推進に伴う事業の減少等により教育費190億円減
（同△10.9％）などである。

一方、前年度より増加しているのは、子育て世帯等臨時特別給付金給付事業等の新型コロナウ
イルス感染症対策に係る事業の増加等により民生費661億円増（同＋15.6％）、臨時財政対策債元
利償還額の増加等により公債費52億円増（＋4.8％）などである。

目的別歳出決算額構成比の推移は、第15表のとおりである。令和３年度においては、子育て世
帯等臨時特別給付金給付事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る事業の増加等により、民
生費の構成比がとりわけ大きくなっている。一方で、特別定額給付金給付事業の終了等により総
務費の構成比は前年度から大きく減少している。

△ 42.7

40,169 34.5 47,178 38.2 △ 7,009 △ 14.9

△ 537

100.0



第14表　目的別歳出決算額の状況 (単位：百万円、％)

第15表　目的別歳出決算額の構成比の推移
(単位：百万円、％)

0.1

13.3

0.8

134,067

53,968

155,779

937

0.1

1.5

R元年度

総 務 費

災 害 復 旧 費

衛 生 費

合 計

 29年度

1,566,754

 30年度

△ 19

2.0

10.0

2.0

4.5

1,160,411

8.9

合 計

14.9

0.10.1 0.1

29.3

災 害 復 旧 費

0.0

6.9

消 防 費

13.013.7

4.3

14.6

4.2

8.59.1

1,161,982

そ の 他

公 債 費

100.0

歳 出 合 計

0.1

424,742

1,151

118,819

1,073

8.9

5,167

140,986

0.1

1.5

27,164

△ 124

198,659

8,682

11.7

△ 4,234

2.6

労 働 費

11.2

増減額

1.7

8.9

4.2

0.0

8.9

100.0

土 木 費

農 林 水 産 業 費

12.3

H28年度

12.1

区　分

2.3

100.0

0.1

8.0

民 生 費

1,337,080

113,083

113

商 工 費

  2年度

0.6

11.4

△ 78

△ 229,674

34.433.3

100.0

  3年度

7.6

2.5

9.5

14.3

2.6

0.1

0.7

12.6

36.7

8.9

13.2

8.0

33.6

農 林 水 産 業 費

△ 4,713

議 会 費

458,370

118,764

10.0

2.0

2.5

民 生 費

消 防 費

労 働 費

総 務 費 △ 259,711

公 債 費

土 木 費

5,171

174,741

△ 6,919

0.6

△ 4,598

8,806

0.2

0.0

100.0 100.0

議 会 費

区　分

31,762

36.7

決算額
構成比

33,921

490,815

35,532

66,073

衛 生 費

14.9

55

0.6

107,916

△ 1,611

3.7

0.3

0.0

0.0

58,681

教 育 費

132

4.0

決算額

10.2

55.6

1.3

1,566,754

0.0

4.8

△ 14.4

14.2

1,182,047

9.1

商 工 費

2.6

4.0

11.7

0.3

△ 14.7

△ 18,962

12.1

2.6

8.5

33.1

0.1

0.0

R2年度

1.5

27.1

△ 81.9

0.5

100.0

0.8

9.0

0.8

31.5

そ の 他

教 育 費

1,337,0801,191,315

R3

△ 1.4

△ 56.7

15.6

0.0

対前年度増減率

R2

△ 0.7

205.3

3.8

5.0

2.4

16.5

53.6

3.7

10.4

△ 15.9

△ 14.5

△ 4.9
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第5図 目的別歳出の状況
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 (2) 性質別歳出の状況

第16表　性質別歳出の状況 (単位：百万円、％)

0.9

R3年度

113,083 5,185

R2年度

0.1

83,247

R3年度
区　分

13.1

184,310

△ 15.9

9.9

1,717

189,480

12,160

△ 273,698

194,979

△ 67.1 268.0

△ 4,258

7.7 △ 18.1

11.9△ 30,191159,289

158,375

264,428 67,313

1.38.5

24.8

5.114.7

40.1

97,161

3.7

R2年度

投資的経費

△ 13.5

5.3

196,696

　 うち単独事業費

　 うち補助事業費

普通建設事業費

災害復旧事業費

641,521

人　件　費

増減額

74,215

決算額

地方公共団体の経費を性質別に分類すると、義務的経費、投資的経費及びその他の経費に大別
することができる。義務的経費は、職員給与等の人件費のほか、生活保護費等の扶助費及び地方
債の元利償還等のための公債費からなっている。また、投資的経費は道路、橋りょう、小・中学
校、公営住宅等の社会資本を整備し、行政水準の向上に直接寄与する経費であり、普通建設事業
費、災害復旧事業費及び失業対策事業費からなっている。

令和３年度における歳出決算額の性質別経費の内訳をみると、第16表のとおり、義務的経費は
6,415億円（構成比48.0％）、投資的経費1,593億円（同11.9％）、その他の経費5,363億円（同
40.1％）となった。

まず、義務的経費の内訳は、人件費1,967億円（構成比14.7％）、扶助費3,317億円（同
24.8％）、公債費1,131億円（同8.5％）であり、前年度と比べ742億円の増（＋13.1％）となっ
た。扶助費は、子育て世帯等臨時特別給付金給付事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る
事業の増加等により、673億円の増（＋24.8％）となった。

次に、投資的経費の内訳は、普通建設事業費1,584億円（構成比11.8％）、災害復旧事業費9億
円（同0.1％）であり、区画整理事業の減等により、前年度と比べ302億円の減（△15.9％）と
なった。

最後に、その他の経費の主な内訳は、物件費1,982億円（構成比14.8％）、補助費等1,530億円
（同11.4％）などであり、前年度と比べ2,737億円の減（△33.8％）となった。物件費や積立金が
増加した一方、補助費等は特別給付金給付事業の終了により3,122億円の減（△67.1％）となっ
た。

なお、平成28年度以降における性質別歳出の構成比の推移は第17表のとおりである。令和３年
度においては、子育て世帯等臨時特別給付金給付事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る
事業の増加等に伴う扶助費の増加により、義務的経費の構成比がとりわけ大きくなっている。
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第17表　性質別歳出割合の推移 (単位：百万円、％)

　

11.4

R元年度

歳出合計

13.7 13.9 14.5

その他の経費

20.1扶　助　費

0.5

公　債　費

普通建設事業費

0.0

38.1

15.7

100.0

16.9

16.1

2.6 2.9 2.1 2.2

39.0

物　件　費 11.9
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第8図 性質別経費の推移
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第７図 性質別歳出の状況
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 (3) 一般財源の充当状況

第18表　一般財源の充当状況 (単位：百万円、％)

 (4) 普通建設事業費の状況

第19表　普通建設事業費の目的別歳出 (単位：百万円、％)

3.0

21.0そ の 他

歳 出 合 計

歳 計 剰 余 金

3,076

28.7

総　務　費

8,049

12.0

△ 12.6

2.0

△ 18,317

令和３年度決算における一般財源の各経費に対する充当状況は第18表のとおりであり、総額

9,026億円の41.0％にあたる3,700億円が義務的経費に充当され、普通建設事業費には4.1％にあた

る373億円が充当されている。

0.4

132,992

R2年度

4,568

20.3

902,639

補 助 費 等

対前年度比較

増減率

R3年度

2.8

7.0

15.6

12.2 4.3

増減率

△ 6.0

充当率一般財源充当額

R3年度

一般財源充当額

8.5

370,034

816,604

140,461

20.8

809,770

1.3 △ 1,975

△ 55.8

41.0

△ 2,602

△ 2,854

11,484

△ 25,935

△ 23.4

△ 1,782

100.0 △ 14.1

△ 5,861

15.6

4.1

△ 2.8

△ 4.1

174

　うち都市計画費

決算額

△ 2,371

13.8

6,834

区　分

合 計 ( 一 般 財 源 )

670

△ 13.47.3

9,365

100.0

△ 0.3

△ 22.6

△ 2.5

△ 48.0

△ 549

182,769

100.0

90.5

9.5

公 債 費

56,425

145,492

21.8

16.6

39,631

△ 313

扶 助 費

人 件 費

76,912

183,439

74,830

1,139

13.2

34,586

5.5

8.917,516

増減額

△ 3.5

63,058

394

4.4

R2年度

16,377

10,049

0.2

11.1

構成比

土　木　費

対前年度比較

民　生　費

0.8

86,035 7.6

4.5

41.4

38.2

17,087

8,682

127,175

1.0 8,995

令和３年度における普通建設事業費の決算は、第19表のとおり1,584億円で、前年度（1,843億

円）に比べ259億円の減（△14.1％）となった。

目的別に見ると、学校建設事業の減等により教育費が127億円の減（△22.6％）、ごみ処理施設

整備事業の減等により衛生費が69億円の減（△40.3％）となった。

　構成比では、土木費38.2％、教育費27.6％、総務費11.1％、衛生費6.4％等の順となった。

1.0
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物 件 費 △ 3,817

14.1
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 (5) 経常収支比率

第20表　性質別経費充当一般財源及び経常収支比率 (単位：百万円、％)

第21表　経常収支比率団体数の推移

　(注）網掛けは、各年度の最頻値を示す。
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扶　助　費

796

6

647,501
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 29年度

7

21
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経常一般財源歳入額(A)
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5.8

  2年度

85.7

11,833

経常一般財源等(A+B)
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702,201

75％以上 85％以上 90％以上

22

95％以上

92.4

臨財債、減収補てん債特例分、猶予特例債(B)

3
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  3年度

補 助 費 等 84,014
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経

常

的

経

費

充

当

18.0

104,474

591

12.2

693,075

合　　　　計

区分

（注）経常収支比率は、各市町村ごとに小数点第１位まで算出(小数点第２位を四捨五入)し、合計した数値を市町村数で除したも
の（単純平均） である。

R3年度

△ 3.6

90.84

92

1.8
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公　債　費
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6.0
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決算額

繰　出　金
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経常収支比率
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13.0

11.1

14.7

0.2
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9.1

1,035

2

1.1

物　件　費

維持補修費

179,075 0.6

3.5

205

74,325 8.7
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72,803

3.8 15.1
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25.724.1

14.4

R3年度R3年度

1.9

40.7

7.5

12,373

1.2

5.0

区　分

投資･出資金･貸付金

人　件　費

3.2

34.7

804

8,321

109,709

増加額

17

680

4,180

8,417

財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして、一般的に経常収支比率が用いられる。これ
は、歳出総額を経常的経費と臨時的経費とに区分し、この経常的経費に充当された一般財源が経
常一般財源に占める割合である。つまり、地方税、地方交付税、地方譲与税を中心とする経常一
般財源収入額が、人件費、扶助費、公債費のように容易に縮減することが困難な経費にどの程度
使われているのか、その割合の大きさによって財政構造の弾力性を判断しようとするものであ
る。なお、経常収支比率の算出に際し、分母である経常一般財源等には臨時財政対策債、減収補

填債特例分及び猶予特例債を加えることとしている。

　令和３年度の性質別経費充当一般財源及び経常収支比率は第20表のとおりである。

経常一般財源等は7,450億円で、普通交付税や地方消費税交付金といった経常一般財源歳入額の

ほか、臨時財政対策債発行額が増加したことにより、前年度（6,931億円）に比べ519億円の増

（＋7.5％）となった。

経常的経費は6,475億円で、物件費や公債費における経常的支出が増加したことにより、前年度

（6,357億円）と比べ118億円の増（＋1.9％）となった。構成比としては、人件費が24.1％を占め

最も高く、次いで物件費14.4％、公債費13.9％、補助費等12.2％、繰出金11.1％、扶助費8.7％、

維持補修費1.1％の順となった。

経常収支比率については、分子である経常的支出が増加したものの、分母である経常一般財源

等の伸び率の方が大きくなったため、前年度（90.8％）と比較して5.1ﾎﾟｲﾝﾄ低下（改善）し、全

体で85.7％（市86.2％、町村84.4％）となった。

96 1.2

0

R2年度

対前年度増加率



５　将来にわたる財政負担
 (1) 地方債現在高

第22表　地方債現在高の状況 (単位：百万円、％)

　（注）地方債現在高比率は、加重平均である。

164.0633,968

区分
年度 残高

0.8

1.1

公債費負担
比率

　令和３年度末における地方債現在高は第22表のとおり、1兆1,619億円で、前年度末（1兆1,537

億円）に比べ82億円の増（＋0.7％）となった。地方債現在高比率（標準財政規模に対する地方債

現在高の割合）は161.1％と、前年度（166.0％）を4.9ﾎﾟｲﾝﾄ下回った。

2.71,098,422

1.4

1,153,673

11.60.7

12.0

増加率

 30年度

1,112,055 1.2

167.6

1,161,857

2.2

　令和３年度は地方債発行額が前年度より減少したものの、前年度同様に償還額を上回ったこと

から、地方債残高は13年連続で増加しており、臨時財政対策債除きでも増加傾向となっている。

　次に、公債費負担比率（公債費充当一般財源に対する一般財源総額の割合）を見ると、令和３

年度は11.6％で、前年度（11.7％）を0.1ﾎﾟｲﾝﾄ下回った。団体別では、15％以上が6団体、10％以

上15％未満は27団体、10％未満は11団体となった。

1.9
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 (2) 債務負担行為

第23表　債務負担行為(翌年度以降支出予定額)の状況 　(単位：百万円、％)

 (3) 積立金

第24表　積立金現在高の状況 　(単位：百万円)

－

△6,380

0

15.9

0.0

123,920

債務保証又は損失補償にかかるもの

201,452そ　の　他

物件の購入にかかるもの

構成比

13.9 38,772

100.0233,844

00.0

86.1

243,086

32,392

0

合　　　　計

△2,862

区分

△9,242

331,016

68,261

327,808

減 債 基 金

125,289

　地方公共団体の歳入は、経済の変動その他の条件により年度間の不均衡が生じやすい。一方歳
出は、住民に対する各種行政サービスの提供や生活関連社会資本の整備等のために必要とする経
費であり、ある程度計画的かつ恒常的に必要となるものである。したがって、例えば一般財源の

対前年度増加額が、新たに増加した義務的経費に係る一般財源の額を超えることとなる場合、あ

るいは剰余金を生じた場合には、その一部を留保し、後年度の財源不足等に備える必要がある。

　この財源留保による年度間の財政調整の機能の役割を果たすものが財政調整基金である。この

ほか積立金には、地方債の償還に備えるための減債基金、庁舎建設等の特定の目的のために設け

られる特定目的基金がある。

  令和３年度末における積立金現在高をみると、第24表のとおり財政調整基金は1,352億円（構成

比41.8％）、減債基金639億円（同19.8％）、庁舎建設や公共施設整備等の特定目的基金1,239億

円（同38.4％）で、全体で3,231億円となった。

　対前年度増減率をみると、財政調整基金191億円の増(＋16.4％)、減債基金108億円の増（＋

20.4％）、特定目的基金103億円の増（＋9.1％）で、全体で402億円の増（＋14.2％）となった。

財政調整基金

特定目的基金

61,822

  2年度

116,175

53,103

 30年度

118,271

56,816

131,223

282,913

128,479

289,783318,334

H28年度

114,696 113,635

323,089

135,232

  3年度

63,937

合      計

R元年度 29年度

133,631

65,698

138,107

124,648

　また、令和３年度における債務負担行為の支出予定額に、同年度末の地方債現在高を合計する

と1兆3,957億円で、25年連続で1兆円を上回っている。前年度末（1兆3,968億円）に比べ11億円の

減（△0.1％）となったものの、依然として後年度の財政運営を制約する大きな要因となってい

る。

構成比 増減額

R2年度

　債務負担行為は、当該年度に支出を伴わないが将来にわたり債務を負担するもので、地方債と

同様、将来の財政運営に影響を及ぼすものである。この債務負担行為は、建設工事及び土地の購

入等に係るもののように翌年度以降において支出が確実に行われるものと、融資の返済が滞り金

融機関が資金回収不可能となった場合、地方公共団体が損失を補償する旨の契約のように翌年度

以降において必ずしも支出が行われないものとに分けられる。

　令和３年度末における債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は、第23表のとおり2,338

億円で、前年度末（2,431億円）に比べ92億円の減（△3.8％）となった。

比　較区　分 R3年度

支出予定額 支出予定額

84.1

100.0

204,314 △1.4

△3.8

△16.5

増減率



 (4) 地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担

第２　健全化判断比率等の概要

１　健全化判断比率

 (1) 実質赤字比率

 (2) 連結実質赤字比率

実質赤字比率は、一般会計や一部の特別会計について、歳出に対する歳入の不足額（いわゆる
赤字額）を、地方公共団体の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したものであ
る。

地方公共団体の会計は、単年度において収支が均衡することが大原則であるが、赤字がやむを
得ず発生した場合には、繰上充用を行うことで、実質上、翌年度に繰り越され、翌年度に解消で
きない場合は、さらに累積していくこととなる。仮に、その年度に歳入の不足により支払うべき
債務を繰り延べたり、執行すべき事業を繰り越したものがあれば、これらを含めた赤字額（実質
赤字額）を標準財政規模と比較して示すことにより、その赤字の深刻度を把握するものである。

令和３年度決算に基づく実質赤字比率については、前年度と同様、全市町村とも実質赤字額を
生じていない。

連結実質赤字比率は、すべての会計の赤字額と黒字額を合算して、当該団体一法人としての歳

出に対する歳入の資金不足額を、標準財政規模の額で除したものである。

これは、一般会計等の会計のほか、公営企業会計など、料金収入等を主な財源として事業を実

施する公営事業会計等の経営状況が、一般会計等に与える影響を捉える必要があるため、すべて

の会計の赤字・黒字の要素を合算し、地方公共団体全体として見た収支における資金の不足の深

刻度を把握するものである。

令和３年度決算に基づく連結実質赤字比率については、全市町村とも連結実質赤字額を生じて

いない。

令和３年度の地方債現在高に債務負担行為における翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在

高を差し引いた、市町村の将来にわたる財政負担の状況は、1兆726億円となった。前年度末（1兆

1,138億円）に比べ412億円減少（△3.7％）したものの、令和３年度一般財源総額（9,026億円）

の118.8％に達しており、依然として厳しい財政状況を示している。
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 (3) 実質公債費比率

 (4) 将来負担比率

第25表　健全化判断比率の推移 　(単位：％)

（注）実質公債費比率及び将来負担比率は、加重平均である。

県平均

28.8

対前年度増減

6.5 △ 0.2

△ 10.6

令和２年度

令和３年度 6.3 △ 0.2

県平均 対前年度増減

△ 2.539.4

将来負担比率実質公債費比率

(※) 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（公債費及び公債費に準じた経費のうち、地方交付
税の基準財政需要額に算入されるものがあるため、その分を分子、分母双方から差し引き、その団体の実質的な公債費の負担を算
出するよう調整している。）

年度

(※) 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（公債費及び公債費に準じた経費のうち、地方交付

税の基準財政需要額に算入されるものがあるため、その分を分子、分母双方から差し引き、その団体の実質的な公債費の負担を算

出するよう調整している。）

　実質公債費比率は、一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である公
債費や公債費に準じた経費を、標準財政規模を基本とした額（※）で除したものの３ヶ年の平均
値である。
　公債費や公債費に準じた経費は、削減したり、先送りしたりすることのできないものであり、
一度こうした経費が増大すると短期間で削減することは困難であることから、一定額以上になら
ないようにすることが重要である。また、この比率が高まると財政の弾力性が低下するため、他
の経費を節減しなければ収支が悪化し、赤字団体になる可能性が高まるものである。
　令和３年度決算に基づく実質公債費比率（県平均）は6.3％で、前年度（6.5％）より0.2ﾎﾟｲﾝﾄ
減少した。
　なお、前年度と同様、地方債許可団体となる18％以上及び早期健全化基準25％以上となった市
町村はない。

将来負担比率は、一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債に当たる額
（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還に充てることができる基金等を控除の
うえ、標準財政規模を基本とした額（※）で除したものである。

地方公共団体が発行した地方債残高のうち一般会計等が負担することになるもののみならず、
例えば、地方公社や損失補償を付した第三セクターの負債も含め、決算年度末時点での地方公共
団体にとっての将来負担の程度を把握するものである。

この比率が高い場合は、当該団体の一般財源規模に比べ、将来負担額が大きいということであ
り、今後、実質公債費比率が増大すること等により、財政運営上の問題を生じる可能性が高くな
る。

令和３年度決算に基づく将来負担比率（県平均）は28.8％で、前年度（39.4％）に比べ、10.6
ﾎﾟｲﾝﾄ減少している。

なお、比率が最も高いのは水戸市の123.1％であるが、前年度と同様、早期健全化基準350％以
上となった市町村はない。



２　資金不足比率

第３　むすび

　1　決算規模

 ２　財政構造

 ３　東日本大震災の影響
令和３年度においては、平成23年3月11日に発生した東日本大震災の復旧事業は概ね完了し、東

日本大震災からの復旧・復興事業の歳出額は112億円で前年度から大きく減少した。また、復旧・
復興事業を除いた通常収支分の歳出額は1兆3,259億円となった。

なお、令和２年度をもって「第１期復興・創生期間」が終了し、東日本大震災からの復興関連
事業や防災関連事業が概ね完了したことから、令和３年度決算以降は東日本大震災が地方財政へ
与える影響が少なくなっている。

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、地方交付税や地方消費税交付金等の増加により、前

年度から5.1ﾎﾟｲﾝﾄ減の85.7％となった。

また、実質的な将来の財政負担は1兆726億円に減少したものの、引き続き高い水準で推移して

おり、今後も社会保障関係経費の増大や公共施設の老朽化対策のほか、新型コロナウイルス感染

症対策や原油価格・物価高騰等による地方財政への影響が懸念される。

歳入総額1兆4,234億円、歳出総額1兆3,371億円と、歳入、歳出ともに前年度から減少したもの
の、前年度に次いで過去２番目の決算規模となった。

歳入面では、地方交付税や地方消費税交付金が増加した一方で、特別定額給付金給付事業の終
了に伴い国庫支出金が大きく減少したほか、基金繰入金なども減少した。

歳出面では、子育て世帯等臨時特別給付金給付事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る
事業の増加等により扶助費が増加した一方、特別定額給付金給付事業の終了に伴い補助費等が減
少した。

資金不足比率は、一般会計等の実質赤字に当たる公営企業会計における資金不足額について、
公営企業の事業規模に対する比率で表したものであり、公営企業における資金不足の状況を表し
たものである。

この比率が高くなるほど当該企業の事業規模に比して累積された資金不足が発生しており、そ
の解消が困難となってくるなど、公営企業として経営状況に問題があることとなる。

なお、資金不足額を算出する際には、地方債の償還期間が施設の耐用年数より短いことにより
生じる資金不足や、供用開始後料金収入が平年度化するまでの間の一定期間の資金不足など、長
期の経営により将来解消可能と認められる資金不足額を解消可能資金不足額として差し引くこと
とされている。

令和３年度決算に基づく公営企業における資金不足比率については、資金不足額が生じた公営
企業はない。


